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官民連携既存化学物質安全性情報収集・発信プログラム 
（Japan チャレンジプログラム）最終とりまとめ 

 
平成２５年９月 

厚 生 労 働 省 
経 済 産 業 省 
環   境   省 

 
１．Japan チャレンジプログラムの概要 
 
（１）Japan チャレンジプログラム開始までの経緯 
「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）」は、PCB による環境

汚染問題を契機として昭和 48 年に制定された法律であり、新たに製造又は輸入さ

れる化学物質（新規化学物質）については事前審査を受けることが事業者に義務づ

けられた一方で、化審法公布の際、現に製造又は輸入が行われていた化学物質（既

存化学物質）については事前審査の対象とせず、化審法制定時の国会の附帯決議に

おいて、国がそれらの安全性の点検を実施することとされた。 
以来、国は、既存化学物質の安全性点検やリスクの評価に関する施策を講じてき

たところである。1990 年代以降は、経済協力開発機構（OECD）を中心に、産業界

を含めた国際協力によって高生産量（HPV: High Production Volume）化学物質の安

全性情報を収集する取組を進めてきた。例えば、OECD/HPV プログラムは、HPV
化学物質（OECD 加盟国の少なくとも１カ国で 1,000 トン以上生産されている化学

物質）についての安全性情報を収集し、その有害性に関する初期評価を行うもので

あるが、我が国は OECD/HPV プログラム発足当初から一貫してその推進に貢献し、

事業者からも情報収集等への協力が行われてきた。さらに、平成 10 年からは、産

業界も ICCA（国際化学工業協会協議会）HPV イニシアティブとして安全性情報を

取得・提供する活動を自発的に実施し、OECD/HPV プログラムに積極的に貢献し

てきた。 
さらに、平成 15 年の化審法改正の際には、厚生労働省、経済産業省及び環境省

の合同審議会により、既存化学物質の安全性点検については産業界と国が連携して

実施すべきであるとの提言が行われ、改正法案の国会審議においても、官民の連携

による有害性評価の計画的推進を図ることとする附帯決議がなされた。これらを踏

まえ、平成 17 年６月に、産業界と国が連携して既存化学物質の安全性情報の収集

を加速し、広く国民に情報発信を行うための「官民連携既存化学物質安全性情報収
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集・発信プログラム」（通称：Japan チャレンジプログラム）が開始された。 
 
（２）Japan チャレンジプログラムの概要 

Japan チャレンジプログラムは、既存化学物質から優先して安全情報を収集・発

信すべき「優先情報収集対象物質」を選定して、それらについての安全性情報の収

集及び発信を行う取組である。情報の収集に当たっては、産業界と国の連携により

取り組むこととし、OECD 等の海外の取組等による安全性情報の収集予定がない物

質については、事業者の自発的意志によるスポンサー協力を求めて取組を進めた。

スポンサーになった事業者は、OECD の SIDS（Screening Information Data Set）
項目の安全性情報を収集し、国に提出し、国は、提出されたデータの信頼性評価等

を行うとともに、既存化学物質に関するデータベースを構築して、事業者（スポン

サー）から提出された情報を含め「優先情報収集対象物質」に関する安全性情報を

一元的に管理し、インターネット等を活用して、広く国民に発信することを目指し

た。 
具体的には、645 物質の有機化合物を優先情報収集対象物質としてリストアップ

し、このうち、海外のプログラム等で情報収集される予定であった 520 物質は国が

海外情報を収集・公表することとし、それ以外の 125 物質について、産業界から情

報収集を自ら実施するスポンサーとなる企業・団体を募集し、産業界と国が連携し

て安全性情報の収集・公表に取り組んだ。なお、優先情報収集対象物質としてリス

トアップされたもの以外の６物質についてもスポンサー登録があった。 
これまでの取組より、優先情報収集対象物質 645 物質とそれ以外でスポンサー登

録のあった６物質を加えた合計 651 物質のうち、全体の約７割にあたる 446 物質に

ついて情報が収集され、公表されているあるいは公表予定となっている。特に、事

業者の自発的な取組みにより 67 物質が試験の実施を含む情報収集が行われ、それ

が公表済みあるいは近日中に予定されており、多くの事業者からの理解と賛同のも

と取組が進められてきたところである。 
 
（３）化審法の改正による状況変化と Japan チャレンジプログラムの終了 

平成 21 年５月に、化審法が改正され、既存化学物質も対象としたすべての化学

物質が同法の評価の対象とされ（平成 23 年度より全面施行）、用途別の出荷量や入

手可能な有害性情報を用いて段階的にリスク評価を行う仕組みが導入された。その

仕組みにおいては、１トン以上の製造・輸入を行った事業者等に製造・輸入・用途

別出荷数量の届出が義務づけられるとともに、必要な有害性情報が不足している場

合には、国が化学物質の製造・輸入を行う事業者等に対し、試験を実施するなどし
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て有害性情報を提出するよう求めることができることとされた。 
このように、法律に基づいて、国がすべての既存化学物質のリスク評価を事業者

の協力も得つつ実施する仕組みが平成 23 年４月から導入され、既に 140 物質が優

先評価化学物質に指定されるなど、着実に進められつつある。こうした状況を踏ま

え、既存化学物質の安全性情報の収集及び公表を目的としていた Japan チャレンジ

プログラムについては、平成 24 年度までで終了し、これまでの取組の成果を公表

するとともに、化審法のスキームなどで活用していくこととする。 
 
 
２．Japan チャレンジプログラムの成果 
 
（１）事業者が情報収集を行うことが期待された化学物質（131 物質） 

Japanチャレンジプログラムでは、事業者が情報収集を行うことが期待された化

学物質は 131 物質あったが、そのうち 67 物質について、事業者の自発的な取組に

より、試験を含む安全性情報の収集が行われ、J-CHECK（Japan Chemicals 
Collaborative Knowledge Database）において公表（注）1されている（一部は今後公

表予定）。なお、67 物質の事業者の自発的な取組の一部においては、31 のコンソー

シアムが形成され、37 物質に関して複数の企業が協力する形での情報収集が行われ

た。これらのコンソーシアム形成を通じて、より多くの企業の参加が促されたこと

から、結果としてスポンサー登録企業数及び対象物質数の増加に伴う情報収集物質

数の増加に大きな役割を果たしたと考えられる。 
これとは別に、試験が行われたが現時点では公表に必要な調整が未了のものが５

物質ある。 
残りの 59 物質については、スポンサー事業者から OECD/HPV プログラムへ情報

提供等の貢献を通じて、Japan チャレンジプログラムの安全性情報収集相当の取組

                                                   
1 安全性情報の発信 
Japan チャレンジプログラムにおける成果物（安全性情報収集計画書・安全性情報収集報告書、

国による情報収集）については、J-CHECK において公表している。また、取組の経緯・結果に

ついては、厚生労働省、経済産業省及び環境省のホームページに掲載している。 
・J-CHECK 

http://www.safe.nite.go.jp/jcheck/top.action?request_locale=ja 
・厚生労働省ホームページ 
  http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/kashin/challenge/challenge.html 
・経済産業省ホームページ

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/challenge.html 
・環境省ホームページ 
  http://www.env.go.jp/chemi/kagaku/jchallenge/index.html 
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を行ったとみなせると判断できるもの（４物質）、OECD/HPV プログラム等におい

て評価済又は評価予定であることから提出不要と判断されたもの（７物質）もあっ

た。 
また、事業者の自発的な取組がなかったが、その中には、食品添加物（９物質）

など既に知見が多いために改めて情報収集を行う意義が小さかったもの、国内事業

が縮小してしまったもの、中間物又は閉鎖系で使用されている物質であるため低懸

念と考えられるものなどが含まれていたことも、その理由の一つとして挙げられる。 
以上から、事業者が情報収集を行うことが期待された化学物質については、

OECD/HPV プログラム等の状況や上記の理由による物質を除くと、約６割の物質

において、事業者の自発的な取組により、試験を含む安全性情報の収集が行われ、

公表されることとなった。 
 

（２）国が情報収集を行うこととされた物質（520 物質） 
 Japanチャレンジプログラムで国が情報収集することになっている 520物質のう

ち、379 物質については、既に情報が収集され J-CHECK において公表されている

（一部は今後公表予定）。残りの 141 物質は、OECD/HPV プログラムなどの海外機

関での収集が取りやめられた又は海外機関で未だ収集が完了していないため、

Japan チャレンジプログラムとして国が情報収集を行うことができなくなったもの

である。 

 
図 優先情報収集対象物質等の成果について 
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３．Japan チャレンジプログラムの評価と今後の取組への示唆 
 
（１）Japan チャレンジプログラムの評価 
① 事業者による有害性情報収集管理という企業「規範」の醸成に貢献 

Japan チャレンジプログラム開始当時は、化審法における既存化学物質の情報収

集は主として国により実施されていた。しかしながら、国際的な取組とも相まって

開始された Japan チャレンジプログラムの企画・実施等を通じて、事業者の自主的

な協力によって試験や情報収集が行われるという新しい官民連携の仕組みが導入

され、化学物質の安全性情報の収集の加速化が図られた。 
事業者側の多大なコスト負担にもかかわらず、多くの事業者が Japan チャレンジ

プログラムの主旨に理解・賛同し、スポンサーとして長期間にわたる試験等の取組

を完遂し、60 以上もの化学物質の安全性情報が事業者の負担により取得され、それ

が公表に至ったことは、高く評価される。また、これら取組の実施過程を通じて、

事業者が自ら有害性情報収集管理を行い、公表することが、化学工業のグローバル

化を前提とした企業の「規範」の一つであるという認識が醸成されていったことも、

Japan チャレンジプログラムの化学物質管理への大きな貢献として注目されるべき

であろう。 
 
② 「官民連携」による既存化学物質の安全性情報の収集・情報発信の加速 
 Japan チャレンジプログラムの特徴の一つは、従来国が行っていた安全性情報の

収集・情報発信を、「官民連携」という仕掛けの下、加速することをねらいとした

ことであろう。 
多くの事業者による協力を得て、当初選定した優先情報収集対象物質 645 物質と

それに加えてスポンサー登録のあった６物質のうち、全体の約７割にあたる 446 物

質について安全性情報が収集され、安全性情報及び取組の経緯・結果については

J-CHECK 並びに厚生労働省、経済産業省及び環境省のホームページにおいて公表

されることとなった。このように、Japan チャレンジプログラムによって、我が国

における既存化学物質の安全性情報の収集・情報発信が着実に前進したと言える。 
これらの情報は、SDS（安全性データシート）等を通じて事業者における化学物

質の適切な管理に活用されるとともに、消費者等への情報提供にも活用されると期

待される。 
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（２）今後の取組への示唆・課題 
① 化学物質の情報提供の在り方 

Japanチャレンジプログラムは平成 24 年度に終了し、今後、既存化学物質のリス

ク評価は化審法に基づき進められることになる。Japanチャレンジプログラムにお

ける官民連携が有効であったことを踏まえ、事業者は、国と従来以上に連携を図り

つつ、安全性情報が不足している場合には、積極的に情報を収集するとともに、必

要に応じ、試験を実施し、国を含めた関係者への情報の提供等を行い、さらに既存

化学物質等のリスク評価及び安全性情報の充実・情報発信することが望まれる。産

業界ではすでにGPS/JIPS2でこれらの課題に取り組みつつある。 
他方、この取組を通じて得られた課題としては、化学物質の安全性に関する情報

提供の難しさが挙げられる。この取組では、国が収集した情報はもとより、事業者

等から得られた情報についても、国による信頼性の確認をした上で公表することを

原則とし、国際的に利用されている SIDS 項目を採用し、できるだけ詳細かつ正確

な情報提供に努めた。これにより、既存化学物質の安全性情報に関するデータベー

スとしての役割を果たしたと言える。一方、特に一般の消費者など専門外の者、ま

た、化学関係の業務に携わっていても専門分野が異なる者にとっては理解しづらい

との指摘もあった。 
化学物質の安全性情報は、サプライチェーン上の消費者までの化学物質を取り扱

う者が、それを正しく理解し、適切な化学物質管理に活用される必要がある。SDS
等における情報提供については、国際的物流が拡大する中、国際標準化を推進すべ

きとの意見もある一方、知識・経験、専門性、必要性等の異なるすべての者に対し

て一律に適切な情報提供を行うことは困難が伴う。化学物質の有害性情報に関する

情報提供の在り方は、今後の化学物質管理においても引き続き課題であると言える。 
 

② グローバル化への更なる積極的な対応の重要性 
 経済活動のグローバル化が進展する中、化学製品についても国際貿易がますます

拡大しており、同じ化学物質が世界中で流通している。こうしたことから、

OECD/HPV プログラムに代表されるように、化学物質の安全性情報の収集につい

ても、各国が協調して役割分担を図りつつ、効果的に進めることが重要である。 

                                                   
2 GPS/JIPS 
 Global Product Strategy（グローバルプロダクト戦略）/Japan Initiative of Product 
Stewardship（ジャパンイニシアチブ オブ プロダクトスチュワードシップ） 
JIPS は ICCA が進める GPS の日本における具体的な実施と位置づけ、2009 年より日本化学工業

協会（日化協）が取り組む化学品管理のための新たな自主活動であり、化学品をサプライチェー

ンで安全に管理し、その情報を一般に公開していく活動である。 
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Japan チャレンジプログラムにおいても、開始当初においては OECD などで評価

予定のものを事業者に協力を求める化学物質のリストから外すなど、国際的な状況

を勘案し対応を行ってきた。また、J-CHECK については英語版のページも作成し、

OECDの化学物質情報のポータルサイトである eChemPortalに J-CHECKを接続す

るなど国際的な情報発信についても積極的に努めてきた。他方で、Japan チャレン

ジプログラムに一旦スポンサーとして登録した事業者が、データ利用に関する EU
の REACH に基づくコンソーシアムとの契約との関係で、Japan チャレンジプログ

ラムのもとでのデータの提出にあたって困難に直面したケースもあり、国際連携の

重要性を改めて認識した場面もあった。 
我が国としては、化学物質の安全性情報の収集・提供をより効果的に進めていく

ため、Japan チャレンジプログラムの経験を踏まえつつ、WSSD2020 年目標に基

づき、世界各国で化学物質の適切な管理に向けた取組が進められていることにも鑑

みて、国際機関及び諸外国との連携を強化し、国際的に情報発信していくことが重

要である。 
 


